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自治体支援における研究者の役割
－直接支援を通じて感じた課題と対応策－
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（内容）
１．大分県での自治体支援活動状況
１）平成27年度（2市への支援の実施）
２）平成28年度（全市町に対する支援の展開）

２．支援を通じて感じた課題と支援のポイント
３．自治体支援に関する当面の研究課題
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１. 大分県での自治体支援活動状況
（平成27～28年度）

１）大分県に関わるきっかけ
…平成27年2月28日に、大分県が主催された「第４回地域ケア会議アドバ
イザースキルアップ研修会」での講演

２）費用について
…AMED（長寿科学研究開発事業）「地域包括ケアシステム構築に向
けた地域マネジメント力の強化手法ならびに地域リーダー養成プログ
ラムの開発に関する研究（H26-28_代表者：川越雅弘）」から拠出



大分県での活動状況（平成27年度）

１．支援内容
・地域ケア会議のスーパーバイズ
・地域課題の把握及び施策づくりへの助言等
（したいこと／しないといけないこと、困っていることをヒアリングし、対策と役割分担を検討）

２．支援対象：①別府市、②日田市

３．支援の回数・スケジュール等
・頻度：毎月１回（H27.6～）
・スケジュール

・午前：地域ケア会議の助言・指導
・午後：地域課題に対する施策づくりへの助言・指導、意見交換 等

別府市での様子 日田市での様子



市町村が抱えている課題と助言の一例（在宅医療・介護連携推進事業）
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○医師会にどのように話しをもっていったらよいかわからない（依頼内容を含めて）
○訪問診療の現状も把握できていなければ、将来的な必要量もわからない
（第7期計画策定上の課題でもある）

○医師会から地域ケア会議への参加に対する要望が出ているが、どのように対応すればよいか困って
いる（現在の会議は、平日の午前中に実施しているので、同じ枠組みでは対応できない）

市町村が抱えている課題

（訪問診療の必要量の把握に関して）
①訪問診療は、通院困難者が主対象となるので、重度の要介護者への対策という位置づけになる。
②2025年における重度要介護の在宅療養者の将来推計は、第6期計画で作成しているはず。
③2025年の訪問診療必要者数を知るためには、「在宅療養者に占める訪問診療受給者割合」を
把握し、これに2025年の要介護度別在宅療養者数を掛ければ算出可能（粗い推計）

④問題は、「要介護度別訪問診療受給率をどのように算出するか」。これは既存のデータでは難しいの
で、アンケート調査を行う必要がある。
→他の地域（滋賀県）で先行して行った調査があるので、その調査票と分析結果を紹介。

（地域ケア個別会議への対応に関して）
①医師が参加可能な時間帯での開催が必要。また、医師が参加しやすい事例の選定が大事。
②事例検討の結果は、「在宅医療・介護連携推進事業の②課題抽出」に活用できるのでは。
③事例としては、①退院事例、②医療ニーズが高い事例などが考えられるのでは。
④退院事例の検討には、病院側の関係者（退院調整部門、病棟看護師、リハ職、MSWなど）にも
参加要請してはどうか→病院関係者と在宅関係者間の相互理解と連携の促進のために

助言／提案内容
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支援例1：訪問診療の必要量の将来推計のための調査票の紹介
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図. 要介護度別にみた訪問診療受給率

分析結果の活用の仕方の紹介（訪問診療の必要量の推計方法）
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総数 要支援 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
利用者数(人) 22,936 3,078 6,391 5,956 3,676 2,390 1,445 

訪問診療受給者数(人) 2,385 85 258 374 450 568 650 

訪問診療受給率(％) 10.4 2.8 4.0 6.3 12.2 23.8 45.0 

2025年の訪問診療必要者数の推計方法
・Step1：2025年の要介護度別介護サービス受給者数の推計（ﾜｰｸｼｰﾄ）
・Step2： 2025年の要介護度別在宅サービス受給者数の推計（ﾜｰｸｼｰﾄ）…①
・Step3：要介護度別訪問診療受給率の把握（ｱﾝｹｰﾄ調査）…②
・Step4：①×②で算出した要介護別人数を合計して、訪問診療必要者総数を推計



支援例2：既存データの分析支援（総合事業関連）
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支援例3：要支援者に対する「あるべき支援内容」の検討

市職員

包括支援センター職員
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包括職員
民生委員

自治会

支援例4：住民を入れたワークショップのファシリテーション
（テーマ：各区で「通える場所」を作っていくために）
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平成28年度の主な活動状況（①事業別WGの立ち上げ）

※在宅医療・介護連携推進事業関連
…H28年度予算で、「訪問診療・訪問看護の実態調査」を全県ベー
スで実施予定。分析は市町単位で実施。
同調査の結果は、訪問診療・訪問看護の必要量の将来推計など
に活用予定（全市町に共通する課題を個別に検討するのではなく、
県主導で実施する形にする）。県にとっても、全県ベースでの数字が
把握でき、地域医療ビジョンなどにも活用可能となる。
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生活支援体制整備事業でのグループワーク風景
（平成28年8月）

グループワークの様子

出てきた課題と対応策当日の式次第

※生活支援を進めるための課題のテーマをまず議論。
その後、関心のあるテーマに手挙げし、グループに分類。
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平成28年度の主な活動状況（②医師を入れた多職種事例検討会の実施）
1. 支援内容：司会進行
2. 対象地区：別府・日田・杵築・中津の4市
3. 支援の回数・スケジュール等
・頻度：各市で2ヶ月に１回開催
・時間：平日の19-21時(※中津は14-16時)

（実施手順）
1.基本情報、本人・家族の意向を事前にホワイトボードに記入
2.CMの自己紹介
3.CMが支援上困っていること、専門職に聞きたいことを確認
4.解決すべき課題の項目を確認し、ホワイトボードに記入
5.資料の読み込み
6.解決すべき課題に関連する事実の確認
7.対応策に対する助言
8.まとめ

ホワイトボードの記載内容①
（基本情報／本人や家族の意向／CMが聞きたいこと等）

ホワイトボードの記載内容②
（解決すべき課題／課題に関する事実関係／原因と対策等）
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２.支援を通じて感じた課題と
支援のポイント



支援活動を通じて見えてきた課題と支援のポイント
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○保有する様々なデータの使い方（計画への反映方法）がイメージできていない。
○計画策定の手順が十分には理解できていない（計画のワークシートを埋めている感じ）
○会議の運営がシナリオ展開方式（参加者の意見をまとめていく方法に慣れていない）
○行政職と専門職間、部署間に「壁」がある（協働の形で動いていない。自分の守備範囲を限定。）
○複数ある事業を網羅的に対応しようとする（例：在宅医療・介護連携の8事業）
○事業を縦割りでとらえているため、各事業間の関連性がみえていない（メリットが理解できていない）
（例：地域ケア個別会議と認知症支援策）。
○事業というくくりで考え、それにユーザーを当てはめようとする（事業の継続に無理が生じる）。

見えてきた課題

○「したいこと」、「困っていること」をインテークした上で、課題解決策を側面支援する。
（他人事から自分事への転換が必要）
○ツールを与えるだけでは駄目。したいことを踏まえた、ツールの使い方に関する支援が必要。
○会議運営を「真似る」ための仕掛けが必要（例：ファシリテーターの活用）
○職種、部署、職場を超えた、「皆で課題を考える会議」の場の設定と会議運営に関する継続支援が
必要→協働することの楽しさを体感させること（成功体験）が必要。

支援のポイント



３．自治体支援に関する当面の研究課題
－地域マネジメント力の強化に向けて－
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地域包括ケア推進に向けた地域マネジメントの流れ（概念図）

国の施策動向の把握
（市町村に期待される
役割とは何か）

現状分析
・個別事例の検証
・既存データの分析
・アンケート 等

課題解決に向けた
方法論の内部検討

関係者を交えた
多職種・多主体会議
・生活支援「協議体」
・地域ケア推進会議 等

モニタリング
(経過確認)

評価
(現状維持/修正)

会議で行うこと
・課題／目標共有
・対策の検討
・役割分担の確認
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ内容の
確認と共有
・ｽｹｼﾞｭｰﾙ確認 等

解決すべき
地域課題の抽出

NPO
法人

社協 社福
法人

民間
企業 ……
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生活支援協議体の場合

会議運営能力
が求められる



地域包括ケア構築を効果的に展開するためには、自治体の地域マネジメント力の強化が必須。
そこで、3つの力（①地域診断力(小地域単位)、②多主体会議の運営力、③先進地区のノウハウの展開力）
の強化を図るため、ツール開発、研修方法の開発、ノウハウ集の作成等を総合的に行う。

自治体の地域マネジメント力の強化に向けて（当面の研究テーマ）

【小地域単位での地域診断】
・人口・世帯の将来推計
・死亡者数の将来推計(市単位)
・認知症者数の将来推計
・要介護認定率／健康寿命 等

地域診断力の強化

図. 買い物困窮者の割合(ツール分析例)

ノウハウの展開力強化

研究目的

図. 先進的取り組み例

先進的取り組みのノウハウの抽出・整理

ノウハウ集の作成（事業ごと）

研修方法・内容の検討及び実施、評価

※1.介護予防に関しては、老健局の介護予防活動普及展開事業と
連携を図りながら展開していく。

※2.在宅医療・介護連携推進事業につながる「医師を交えた地域ケア
個別会議」は先進事例がないため、大分県で試行しノウハウ獲得
を図る（認知症者に関する地域ケア個別会議も同様）。

※老健局の見える化ツールは市町村単位の分析である。本
ツールは、小地域(中学校区、小学校区、任意)の分析を可
能とするもので、見える化ツールの補完的位置づけとなる。

多主体会議の運営力強化

テキスト作成／カリキュラム検討

ファシリテーション研修の実施

各自治体での実践

専門家を交えた振り返り会の
開催


